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一般社団法人全国銀行資金決済ネットワーク



平成30年12月25日午前８時から、
「全銀EDIシステム」

（愛称：ZEDI（ゼディ））が
稼動を開始しました！
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マスコットキャラクター「ゼディくん」



２

【構築決定までの背景】
・ 安倍内閣で2015年６月に閣議決定されました「日本再興戦略・改訂2015」には「未来への投資・生
産性革命」が“新三本の矢”のひとつとして掲げられています。現在、政府は、2020年度までの３年間

を「生産性革命集中投資期間」と位置づけ、中小、小規模事業も含め、生産性の向上に向けて、企業
による設備や人材への投資を促し、税制や予算、規制改革を大胆に実施していく、と表明しておりま
す。

・ また、2016年６月に閣議決定されました「日本再興戦略2016」では、「活力ある金融・資本市場の
実現」として、決済事務合理化に向けてXML電文への移行（拡張EDI交換）の実現に向けた取組みを
進めることが、政府方針として示されました。なお、この方針は「未来投資戦略2017」 「未来投資戦略
2018」に引き継がれています。
全国銀行協会(全銀協)および全国銀行資金決済ネットワーク(全銀ネット)は、この政府方針にもと
づき、2016年12月に全銀EDIシステムの構築を決定いたしました。

日本再興戦略2016（抜粋）
金融高度化を推進するため、企業間の銀行送金電文を、2020年までを目途に国際標準であるXML
電文に移行し、送金電文に商流情報の添付を可能とする金融EDIの実現に向けた取組を進める。

【出所】日本経済再生本部 「日本再興戦略2016（第二部具体的施策 P158））（2016年6月2日）」
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支払企業 受取企業

⑥振込

⑤請求

⑧消込

①発注

③納品

②受注

④検品

⑦入金
照会 照会

照会

経理

営業 営業

 企業の多くが複数の商取引の代金を合算して支払い（振込）。

 受取企業側で認識している回収金額（売掛金）と、実際の入金金額が合わないケースがある。
その場合、営業担当や支払企業に照会するなどにより原因を調査する必要がある。

（例）月末締め翌月末払い

売掛金と
入金金額が
合わない

受取企業から
の照会対応

経理
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データ区分 照会番号 勘定日 入払区分 取引区分 取引金額 振込依頼人名 仕向銀行名 仕向支店名 EDI情報

2 1 290825 1 11 000067427880 ﾏﾙﾏﾙｻﾝｷﾞﾖｳ(ｶ ﾐｶﾝﾊﾞﾝｸ ﾊﾟｷﾗ

2 2 290825 1 11 000021431950 ﾏﾙﾏﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ(ｶ ｽｲｶﾊﾞﾝｸ ｱｶﾞﾍﾞ

勘定日と支払期日の
ズレ等により

ミスマッチが発生

代行会社からの
支払等で

振込依頼人名が
合わない

合算支払いのため
合計金額が合わない

売掛金明細

振込入金情報

照合

１ ２ ３
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振込への情報の
添付が可能に！

支払企業 受取企業

⑧消込

照会 照会

照会

経理 経理

営業 営業

 振込に添付された情報（金融EDI情報）を活用することで、売掛金の消込が効率化。

 経理業務の負担軽減のほか、営業担当や支払企業への照会も不要になる。

× ×

×

⑥振込 ⑦入金

⑤請求

①発注

③納品、
売掛金発生

②受注

④検品

連
携

売掛金の
消込が効率化！



• ZEDIとは、企業間の振込電文を金融取引における次世代の国際標準である
XML電文（ISO20022）へ移行し、EDI情報の拡充に対応するためのシステム。

• ZEDIを利用することにより、支払企業から受取企業に振込を行う際に、
さまざまなEDI情報（支払通知番号・請求書番号など）が添付可能となります。
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区分 サービス チャネル

支払企業 総合振込※

一括ファイル伝送（FB）
インターネットバンキング（IB）受取企業 振込入金通知

入出金取引明細 ※ 給与振込・賞与振込等は
対象外（従来どおり）

一括ファイル伝送（FB） インターネットバンキング（IB）

企業のホストやパソコンと銀行システムをISDN（電
話回線）で接続し、総合振込（複数件の振込依頼）
や残高照会、入出金明細照会等を行うサービス。

概要

企業のパソコンと銀行システムをインターネット
回線で接続し、総合振込（複数件の振込依頼）や
残高照会、入出金明細照会等を行うサービス。

概要

ISDN

パソコンまたは
ホストコンピューター 金融機関 パソコン 金融機関
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※上記機能および接続方法は一例であり、ファイルの作成・読込および接続方法を指定・限定するものではありません。

〇クライアント証明書

・証明書は、一括ファイル伝送（FB）の接続認証で使用するため、全銀ネットが発行い
たします。なお、インターネットバンキング（IB）方式では、この証明書は使用しませ
ん。
・証明書の発行申請は、お取引金融機関で行います（マルチバンク方式）。なお、証明
書の有効期限は、２年（730日）で、期限到来の40日前から証明書の更新が可能です。
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＜現在の振込方法＞

ZEDIに対応した通信ソフト
ウェアや会計ソフトのバージョン
アップ等をお願いします!!

ファームバンキング（FB）・
インターネットバンキング
（IB）をご利用のお客さま

＜対応事項＞

ZEDIに参加している金融
機関が提供するFB・IBの
導入をお願いします!!

詳しくは、お取引金融機関までお問い合わせください

ATM・銀行窓口・ファクシミリを
ご利用のお客さま

®

ZEDIが
ご利用いただけます
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全銀システム加盟銀行（平成30年11月末現在）

清算参加者数
（直接接続参加）

都市銀行 5

地方銀行 64

第二地方銀行協会加盟銀行 40

信託銀行 9

外国銀行 7

その他銀行※ 15

銀行計 140

信金中央金庫 1

全国信用協同組合連合会 1

労働金庫連合会 1

農林中央金庫 1

合計 144

銀行全体の65%にあたる91行の
銀行と、信用金庫業態（信金中央
金庫と229の信用金庫）の合計
321金融機関が、サービス提供開
始当初から参加。

サービス提供開始以降も、準備が
整い次第参加する金融機関がある
ため、参加金融機関は今後も拡大。

ZEDIの参加状況

※ネット系銀行・流通系銀行・商工中金・ゆうちょ銀行など。
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• 専用ソフトの購入や会計システムの改修といった対応なしに、ZEDIに

対応した総合振込用のXMLファイルを作成することができ、ZEDIの導入コストを軽減。

• 作成した振込電文（XMLファイル）をインターネットバンキング等でご活用いただくことで、取引先に

対して内訳情報等を添付した振込の実施が可能。

そんな便利ツールが・・・S-ZEDIです。
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⇒Ｓ－ＺＥＤＩで作成したファイルは、そのままＺＥＤＩ対応の法人ＩＢにおいて利用可能。ＦＢでのご利用の場合は専用の通信ソフトが必要です。
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・作成した振込電文（XMLファイル）をインターネットバンキング等でご活用いただくことで、取引先に
対して内訳情報等を添付した振込の実施が可能となります。

・専用ソフトの購入や会計システムの改修といった対応なしに、ZEDIに対応した総合振込用のXML
ファイルを作成することができ、ZEDIの導入コストを軽減します。
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【概要】
・S-ZEDIを利用したインターネットバンキング経由の振込の概要は下図のとおりです。各項の内容に
ついては次頁においてご説明いたします。
また、S-ZEDIを利用したインターネットバンキング経由の振込は以下の流れとなります。
支払企業が実施する②情報入力、③XMLファイルの取得がS-ZEDIで実施可能な作業となります。
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（１）WEB画面へのアクセス
WEBブラウザからS-ZEDIのURLにアクセスします。

（２）支払情報の入力
左記の振込依頼人情報入力画面において、取
組日、振込依頼人情報等を入力します。
グループメッセージID、支払情報IDは、XMLファイ
ルの仕様上必須項目となります。初期値として現
在日時（YYYYMMDD hhmm）+“001”が表
示されますので、異なるIDにしたい場合は変更し
てください。利用しない場合には、特に変更の必要
はございません。

（３）取引明細画面への遷移
取引明細入力ボタンを押下し、取引明細入力画
面に遷移します。
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（４）取引明細情報の入力
左記の取引明細入力画面において、受取人情
報、振込金額等を入力します。

（５）金融EDI情報の入力
必要に応じて、取引に紐付く金融EDI情報を入
力します。
金融EDI情報は、１取引明細あたり最大10件ま
で入力可能です。

（６）取引明細一覧へ反映
取引明細情報、金融EDI情報の入力が完了した
ら、取引明細一覧に反映ボタンを押下し、振込依
頼人情報入力画面（次ページ）に遷移します。
取引明細一覧に入力した内容が反映されます。
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• S-ZEDI（簡易XMLファイル作成機能）の金融EDI情報項目について、 様々な利用シーンに配慮
した18項目の金融EDI情報項目（タグ名含む）を下記のとおり策定。

• 使用例を整理した利用ガイドの最終版を作成し、S-ZEDIのチラシや紹介デモとセットで全銀ネット
HPへ掲載。https://www.zengin-net.jp/zedi/

https://www.zengin-net.jp/zedi/
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【入金消込の具体例】
事例 内容 対応案

複数請求の
合算振込

複数請求がまとめて振り込まれ、単体の請求書の金額と振込金額
が合致しない。

「請求番号」に合算する請求書番号を全て入力する。

翌月分の
合算振込

定期的な取引で翌月分の請求が事前に確定している場合等に、今
月と翌月の請求がまとめて振り込まれ、単体の請求書の金額と振
込金額が合致しない。

「備考」に翌月分を含めている旨を入力する。

請求金額の
分割振込

請求書の行単位での一部支払により、請求書の金額と振込金額が
合致しない。

「請求書番号」に行番号を含めて入力する。
例）「9999-01」 請求書番号：9999の１行目

単体の請求書の請求が分割して振り込まれ、請求書の金額と振込
金額が合致しない。

「備考」に一部支払とする旨を入力する。
例）一部支払で残りは○○

振込依頼人名の
不一致

代行会社等による振込により、請求書の宛先と支払人が合致しない。「請求先企業法人コード」「請求先企業名」に請求書
の宛先の企業情報を入力する。

振込手数料の
控除

振込手数料が請求金額から差し引かれ、請求書の金額と振込金額
が合致しない。

「金額相殺理由」に減額の理由、「相殺金額」に減額
した金額を入力する。
例）金額相殺理由：振込手数料
相殺金額：540

例）金額相殺理由：返品
相殺金額：2,500

返品等の
減額振込

請求書発行後の返品等による振込金額の減額により、請求書の金
額と振込金額が合致しない。

複数税率への
対応

消費増税や軽減税率の対応で複数税率の併記が必要。 「税率１・２」、「税額１・２」に各税率とその金額を入
力する。税率は整数で入力する。
例）８％の場合 税率１：8

備考の活用

振込内容の特定を容易にするため、商品コードや注文番号等を記
載する。

「備考」に必要な情報を入力する。
例）商品コード：A01,A02,B01
例）本支払のお問合せは経理部○○まで
TEL(99)9999-9999問合せ発生時の連絡先を記載する。



支払企業も受取企業も、
経理業務の効率化と生産性向上が実現できます！

※（出所）一般財団法人流通システム開発センター
共同実証の結果報告資料（2014年12月） 20

受取企業の事務負担

６割減！
消込業務が効率化問合せ対応負担軽減

情報を
添付
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電子領収書には以下のようなメリットがあります。

アイデア１：電子領収書としての利用

【支払企業】
・領収書の保管コストの軽減
・領収書の管理負荷の軽減

【受取企業】
・印紙税が不要
・領収書作成・郵送のコストの削減

金融EDI情報を活用することで、企業様に様々なサービスを提供可能と考えております。

アイデア２：取引金融機関による新たなサービスの提供

コンサルタント機能や
提案活動

想定事例１

ビジネスの将来予測や
業界動向の分析

想定事例２

取引情報分析による
小口融資等

想定事例３
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 全銀EDIシステムのリリースに際し、周知ツールを製作し、様々な媒体を活用した周知活動を実施。
 2018年9月を広報推進強化月間と位置づけ、全国47都道府県で説明会を開催。

・周知・利用促進活動

① 周知ツールの製作、活用

※ 2019年１月７日時点

② 企業向け説明会等の実施

周知ツール 主な活用方法 成果

リーフレット 全銀協、金融庁ウェブサイトへの掲載 －

金融機関、商工会議所、経産省等が配布 約75万部

動画（3種） 全銀協ウェブサイトおよびSNSで放映 再生回数約10万回※

東京メトロ車内ビジョンで放映（1/7週） 平均利用者約724万人／日

取組み 概要 成果

企業向け説明会 全国の商工会議所や金融機関等と連携、全47都道府県で開催 参加者合計約2,300人

新聞広告 日経、読売、朝日の3紙（朝刊）にZEDIリリースの広告を掲載 購読者合計約1,800万人

企業向け案内 NTT東西「INSネット終了のお知らせ」へのZEDI紹介文の記載 送付先約60万社
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企業の皆さま!
ZEDIをご利用いただき、
経理業務の効率化と
生産性向上に
お役立てください‼

ありがとうございました
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